
為替週間展望＝ドル円は１０６～１０７円台での推移が継続か

　　　　　　　　　　［７月２０日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    7 月 13 日～ 7 月 17 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  106.92   107.43(14)    106.67(15)    107.21   +0.28

ユーロ・ドル  1.1300   1.1452(15)    1.1299(13)    1.1384   +0.0084

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    22,696.42     +405.61     日本10年債利回り   0.018   -0.009

ダウ平均株価    26,734.71     +659.41     米10年債利回り     0.617   -0.028

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２０日　英７月ライトムーブ住宅価格

　　　　日本６月貿易収支

　　　　独６月生産者物価指数

　　　　ユーロ圏５月経常収支

２１日　日本６月消費者物価指数

　　　　豪中銀（ＲＢＡ）理事会議事録

　　　　カナダ５月小売売上高

２２日　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　カナダ６月消費者物価指数

　　　　米５月住宅価格指数

　　　　米６月中古住宅販売件数

２３日　英６月小売売上高

　　　　米新規失業保険申請件数

　　　　米６月景気先行指数

２４日　ＮＺ６月貿易収支

　　　　英６月小売売上高

　　　　独６月製造業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）速報値、非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　ユーロ圏６月製造業ＰＭＩ速報値、非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　英６月製造業ＰＭＩ速報値、非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　米６月新築住宅販売件数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】新型コロナウイルスの感染再拡大へ警戒感と景気回復期待のせめぎ

あいが続くことが見込まれ、ドルと円が同方向に動きやすくなるとした。ドル円はやや

上値が重いものの、大きくは動きにくい展開が続くとみられ、１０６～１０７円台を中

心にもみ合いが継続するとした。

　　　　

【リスク選好のドル売り円売りでドル円は方向感出ず】

　世界的な新型コロナウイルスの感染者数は依然として拡大傾向を見せている。世界の

感染者数は１３７０万人を超えてきており、死者は５８万人超に達している。感染者数

の多さは米国が３５３万人超、ブラジルが２０１万人超、インドが９６．９万人、ロシ

アが７５．３万人と続いている。国内では東京都での新規感染者数が１６日に２８６人

となり、１日での感染者数は過去最多となるなど、感染者数の増大に歯止めがかからな

い。

　　

　ただ、米国の株式市場を中心にネガティブなニュースにはあまり反応せずにリスク選

好の動きが強まっている。米モデルナによる新型コロナウイルスワクチン開発に進展が
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あったとの報道に代表されるようにポジティブな報道には米国株は反応しやすい。ＮＹ

ダウは１０日から１５日の４営業日で１１６０ドル超の上げを見せている。

　　

　米カリフォルニア州では、１３日にニューサム知事が州内の感染拡大が続いているこ

とに対応して、レストランの屋内での営業を再度禁止することを発表した。ジムや教

会、美容院なども閉鎖される。新型コロナウイルスの感染再拡大は米国でもかなり警戒

されているものの、米国株は悪材料に目をつぶって上昇を続けているとの印象を受け

る。米株高によるリスク選好の動きが強まっており、ドル売りと円売りの動きにつな

がっている。

　　

　そうした中、米中対立への警戒感が広がっている。１４日にトランプ米大統領が、香

港の優遇措置を廃止する大統領令に署名した。さらに香港民主派を弾圧した中国当局者

に制裁を科す法律にも署名したことで、米中対立への警戒感が高まっている。１５日に

はポンペオ米国務長官が、南シナ海の領有権を巡って、「中国に海洋権益を侵害されて

いるすべての国を支援する」と中国をけん制した。

　　

　さらに次世代の通信規格である５Ｇを巡り、英国が中国の通信機器メーカーである

ファーウェイの製品を排除する方針を打ち出した。中国は強く反発したものの、米国が

同社への制裁を強化して中国と対立を深める中、英国が米国に呼応する格好となってい

る。

　　

　米中対立、新型コロナウイルスの感染再拡大への警戒感よりも、景気回復への期待感

などが勝り、米国株が上昇しており、リスク選好の動きが高まっている。ドル売りと円

売りが交錯する中、ドル円は１０７円を挟んでの一進一退の動きが継続している。こう

した流れはしばらく継続する可能性が高いとみられ、ドル円は引き続き１０６～１０７

円台を中心にもみ合いで推移するとみられる。ドル円の目先の予想レンジは、１０６．

００～１０８．２０円。

　　

　１４～１５日の日銀金融政策決定会合では金融政策に変更はなかった。この日に公表

された展望レポートでは、景気は年後半から徐々に改善するとしたものの、新型コロナ

ウイルスの影響を受けて、改善ペースは緩やかなものになるとした。これといったサプ

ライズもなかったことから、市場への影響は限定的となった。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２０日に日本６月貿易収支、２１日に日

本６月消費者物価指数、２２日に米ＭＢＡ住宅ローン申請件数、米５月住宅価格指数、

米６月中古住宅販売件数、２３日に米新規失業保険申請件数、米６月景気先行指数、２

４日に米６月新築住宅販売件数などがある。

　　

【ＥＣＢ理事会で金融政策は現状維持】

　ユーロドルは上昇基調で推移して、１５日には１．１４ドル台半ばまで上昇した。こ

れまで米国株の上昇や新型コロナウイルスのワクチン開発への期待感などからリスク選

好の動きとなり、ユーロ買いドル売りの動きに傾いた。７月１７～１８日に開催される

欧州連合（ＥＵ）首脳会議で７５００億ユーロ規模のＥＵ復興基金が合意に向けて協議

が進むとの期待感も下値を支えた。

　１６日に開催された欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、大方の予想通りに金融政策

は現状維持となった。政策金利は据え置きとなり、パンデミック緊急購入プログラム

（ＰＥＰＰ）は１兆３５００億ユーロの規模が維持された。最近は金融市場も落ち着き

を見せつつあることで、これまでに打ち出してきた大規模な金融緩和策の効果を見極め

たいとの思惑があるようだ。ラガルドＥＣＢ総裁は記者会見で、新型コロナウイルス対

策として、必要であればできることは何でもやる姿勢を示した。

　　

　７月１７～１８日に開催されるＥＵ首脳会議でＥＵ復興基金が合意に向けて動き出す

かが注目される。ここで合意できなくとも協議が進展して、先行きに期待が持てるよう

ならユーロの支援材料となりそうだ。

　　

　堅調な米国株を背景にリスク選好の動きからドル売りに傾きやすくなっており、ユー

ロドルは振幅しながらも底堅い推移を見せることとなりそうだ。２４日のドイツやユー



ロ圏の購買担当者景気指数（ＰＭＩ）の結果によっては、ユーロドルは１．１５ドルの

節目へ向けて上昇する可能性もある。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．１２５０

～１．１５００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２０日に英７月ライトムーブ住宅価格、独

６月生産者物価指数、ユーロ圏５月経常収支、２１日に豪中銀（ＲＢＡ）理事会議事

録、カナダ５月小売売上高、２２日にカナダ６月消費者物価指数、２３日に英６月小売

売上高、２４日にＮＺ６月貿易収支、英６月小売売上高、独６月製造業購買担当者景気

指数（ＰＭＩ）速報値、非製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏６月製造業ＰＭＩ速報値、非

製造業ＰＭＩ速報値、英６月製造業ＰＭＩ速報値、非製造業ＰＭＩ速報値などがある。
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